
- 1 - 

 

北杜市子どもの居場所づくり支援補助金募集案内 

１ 北杜市子どもの居場所づくり支援補助金について 

 子どもの心身を育み、地域とのつながりを築くため、食の提供を中心とした子どもの居

場所づくりを行う市内事業者に対し、補助金を交付します。 

 

 ※子どもの居場所づくり・・・子ども、保護者、地域住民が気軽に立ち寄り、食の提供とと

もに、学習支援、遊び、体験その他子どもの健全な育成を図る活動行うことにより、子ども

が安心して過ごせる居場所を提供することをいいます。 

 

２ 補助対象者 

 補助金の交付の対象となる者は、子どもの居場所づくりを行うものであって、次のいず

れにも該当するものになります。 

 

（１） 定款その他組織及び運営に関する事項を定めた会則、規約等があること又は商業

登記をしていること若しくは個人事業主開業届を提出していること。 

（２） 本店所在地、主たる事務所の所在地等団体の拠点が北杜市内であること。 

（３） 食品衛生法に基づく飲食店営業の許可を受けていること（常設型に限る）。 

（４） 市税、市債務その他の徴収金を滞納していないこと。 

 

３ 補助対象事業 

 補助の対象となる事業は、市内において実施される子どもの居場所づくりであって、次

の区分に応じて行う事業です。 

 （１） 常設型 食品衛生法に基づき飲食店営業の許可を受けた者が、営業施設の所在地

の店舗等において行う子どもの居場所づくりのことで、次のアからキまでに掲げる要

件に該当する事業。 

 

  ア 事業の対象者を、特定の者に限定したものでないこと。 

  イ 年間６日以上事業を実施すること。 

  ウ １日の事業実施につき、食事を２０食以上提供すること。この場合において、子ども

に提供する食事の数が、提供した食事の数の２分の１を超えること。 

  エ １日当たり２時間以上事業を実施すること。 

  オ 常時事業実施責任者を配置すること。 

  カ 食事の提供に当たり、食中毒、食物アレルギー等への対策その他子どもの健康被害

防止のための体制が構築されていること。 

  キ 利用に係る費用が実費相当額以下であること。 



- 2 - 

 

 （２） 企画型 催しの主催者が、食品衛生法に基づく飲食店営業の許可を受けた移動販

売車により営業する者その他同法に基づく営業許可を受けた者を使用して行う子ど

もの居場所づくりのことで、次のアからクまでに掲げる要件に該当する事業。 

 

  ア 事業の対象者を、特定の者に限定したものでないこと。 

  イ 年間１日以上事業を実施すること。 

  ウ １日の事業実施につき、食事を１００食以上提供すること。この場合において、子ど

もに提供する食事の数が、提供した食事の数の２分の１を超えること。 

  エ １日当たり２時間以上事業を実施すること。 

  オ 常時事業実施責任者を配置すること。 

  カ 食事の提供に当たり、食中毒、食物アレルギー等への対策その他子どもの健康被害

防止のための体制が構築されていること。 

  キ 事業参加者及び事業従事者の事故（食中毒を含む。）に対応する保険に加入するこ

と。 

  ク 利用に係る費用が実費相当額以下であること。 

  

 【補助対象外となる事業】 

 （１） 営利を目的とする場合 

 （２） 選挙活動、政治活動及び宗教活動を目的とする場合 

 （３） 法令に違反する場合又はそのおそれがあると認められる場合 

 （４） 公序良俗に反する場合又はそのおそれがあると認められる場合 

 

４ 補助対象経費 

 補助金の交付対象となる経費は、補助対象事業の実施に要する費用（消費税及び地方消

費税の額を除く）とします。 

 

 

 

 

 

※子どもの居場所づくりに関する事業に使用するものに限る。   

※領収書は次の要件を満たすこと。  

●領収書の日付が、当該年度内であること。 

●領収書の宛名が申請団体名となっていること。 

●品目、単価、数量が記載されていること。（領収書と明細が分かるレシートの添付で

も可）  

科目 内容

消耗品費 調理用品等

食材費 食事の材料費

印刷製本費 チラシ、ポスター等の印刷費

保険料 ボランティア保険料等

使用料及び賃借料 会場使用料、賃借料等
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５ 補助金の額 

 補助金の額は、補助対象経費の合計額から参加者から徴収した利用料、寄附金その他の

収入額（補助対象事業に係る収入額を含む。）並びに国及び県その他地方公共団体から受

ける補助金等を控除して得た額とし、次の区分に応じた額を限度とします。 

算定した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てます。 

 

（１） 常設型 限度額１２万円 

（２） 企画型 限度額１０万円   

６ 交付申請書の提出 

 補助金の申請には次の（１）～（９）の書類を、補助対象事業を行おうとする日の１４日前ま

でに提出してください。 ただし、補助金の交付は一年度ごと１回限りとし、かつ、常設型

又は企画型のいずれかとします。 

 

 （１） 交付申請書（様式第１号） 

 （２） 事業計画書（様式第２号） 

 （３） 収支予算書（様式第３号） 

 （４） 要綱第３条第１項の要件を確認できる書類 

 （５） 団体の概要 

 （６） 事業従事者名簿（様式第４号） 

 （７） 食品衛生法に基づく営業許可証の写し 

 （８） 市税、市債務その他の徴収金を滞納していないことの証明書（次の宣誓書及び同

意書において、滞納の調査に同意した場合を除く。）  

 （９） 宣誓書及び同意書（様式第５号） ＋公的身分証明書の写しの添付又は提示 

 ※その他、必要に応じて追加書類の提出をお願いすることがあります。 

 

７ 補助金の交付決定 

 補助金交付申請書を提出後、市が速やかに事業の内容を審査した上で補助金の可否を

決定し、交付（不交付）決定通知書（様式第６号）により通知します。 

 

８ 事業内容の変更 

 事業の内容を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとするときは、手続きが必要とな

りますので子育て政策課へご相談ください。 

【１次募集】 令和８年５月８日（金）まで 

 

【２次募集】 令和８年５月１１日（月）～ 

※１次募集後に、予算が残っている場合 
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９ 実績報告書の提出 

 補助対象事業の完了後、事業の完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助対象

事業の完了の日が属する年度の３月末日のいずれか早い日までに、次の（１）～（６）までの

書類を提出してください。 

 

 （１） 実績報告書（様式第９号） 

 （２） 事業報告書（様式第１０号） 

 （３） 収支決算書（様式第１１号） 

 （４） 補助対象経費が確認できる領収書 

 （５） 事業を実施したことが確認できる写真（各回１枚以上） 

 （６） 事業内容を確認できる周知用チラシや品書き等 

 ※その他、必要に応じて追加書類の提出をお願いすることがあります。  

 

１０ 補助金額の確定及び補助金の交付 

 実績報告書提出後、市が内容を検査し、補助金を交付すべきものと認めるときは、補助

金の額を決定し、速やかに確定通知書（様式第１２号）により通知します。 

 補助事業者は、確定通知書を受けた日から７日を経過する日までに交付請求書（様式第

１３号）を提出してください。   

 

１１ その他 

 （１） 虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けた場合又は補助事業者が補助金

を他の用途に使用し、当該補助対象事業に関する補助金の決定内容に違反した場

合は、補助金の決定の全部又は一部を取り消すことがあります。  

 （２） 補助金の決定の全部又は一部を取り消したときは、交付決定取消し通知書（様式第

１４号）により通知します。 

 （３） 補助金の交付を取り消し、又はその額を減額した場合で既に補助金の全部又は一

部が交付されているときは、期限を定めて、補助金返還命令書（様式第１５号）によ

り返還を命じます。 

 （４） 補助対象事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、補

助対象事業の完了する日の属する年度の終了後５年間保管してください。 

 

 

                                                       

【問い合わせ先】  北杜市こども政策部子育て政策課 

住所：〒４０８－０１８８ 北杜市須玉町大豆生田９６１－１ 

電話：０５５１－４２－１３３２ FAX：０５５１－４２－２３３５ 

 


